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日本は四方環海の島国であり、我が国の食料自給率はカロリーベースで 36% 、エネルギー

自給率に至っては 9.6%程度しかない 。したがって我が国の存立には輸出入が不可欠であり、

その経路となるシーレーンの確保は不可欠である。このシーレーンが一度断たれてしまえば、

国民はあっという間に飢え、エネルギーが枯渇し経済活動はおろか生存すら危うくなるであ

ろう。 

 それだけに日本の海洋戦略は重大な問題である。 

日本は第二次世界大戦後より守勢を国是としてきた、冷戦期には日本はソ連の領域拒否圏

内にあり制海能力、戦力投射能力を同盟国たるアメリカに依存しながらその能力を補完する

べく対潜制海能力及び防空能力に注力した。冷戦終結から 2010 年頃には、唯一の超大国とな

ったアメリカの恩恵に与り世界の海へのアクセスが可能となった、主要な紛争は国家間紛争

よりも寧ろ内紛や対テロ戦争が主たるものになり他方、仮想敵であるソ連が崩壊した事で自

衛隊にも海外協力や平和維持任務など新たな役割が求められるようになった。 2010 年代か

らは中国が海洋進出を目論見、冷戦期に似た対立構造が立ち現われてきている。  

一方で 2000 年代から始まった技術の進歩によって発生した RMA(Revolution in Military 

Affairs)はハイブリッド戦やグレーゾーン戦略などそれまでの陸海空に加え、電磁波や宇宙、

サイバーなどにまたがるマルチドメイン作戦などの新たな形態の紛争を生み出し急激な防衛

環境の変化が起こっている。 

 

 そうした中で中期防衛力整備計画および防衛計画の大綱は策定された。本来であれば、前

者は五か年計画であり、後者は十か年計画であるが、後者が 5 年で改定された事は、民主党

と自民党が政権を交代した際に改定された時期を除けば珍しい事である。 

それだけに前述した戦争形態の変化、というのは無視できないものであるといえる。 

大綱を受けて策定された中期防衛力整備計画では複数のそれまで海上自衛隊が保有してこ

なかった調達装備がみられる。例えばいずも型の空母化、3900 トン型護衛艦、哨戒艦などの

装備である。 

それまでにない装備体系がもたらす自衛隊の変化について考察し海洋戦略の将来について

展望することが本論の目的である。 

 

 本論では、調達装備の研究を行うに際して日本の安全保障環境を一旦整理し、どのような

造兵戦略を取って来たかを明らかにするために第1章では防衛戦略の基本的指針となった「防

衛計画の大綱」及び「中期防衛力整備計画」とその前史につい整理する。 

 第 2 章では第 1 章の背景となった日本の安全保障環境の整理を行い、第 3 章と第 4 章では

日本の造兵戦略の変遷について述べる。これを受けて第 5 章では新中期防から装備を取り上

げ、日本の海洋戦略について分析する。 

て、どのような改善すれば、人事考課制度はより健全できるかは課題である。人事考課制

度が機能不全に陥る理由は何か、企業理念や行動指針と評価要素をどう連動させるか、公平

な評価運用をどう実現するか、私は 
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